
内 容 

1. 温暖化で危惧される自然災害 

2. 気候変動影響や適応に関する研究内容 
① 文部科学省 革新プログラム、創生プログラム 

② 通常の極端現象への影響評価 

③ 最大クラス台風による影響評価 

④ 適応に向けた研究や省庁との連携の拡大・深化 

3. 今後の重要事項 
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地球シミュレーターによる台風のシミュレーション 

関東・東北地方の主要な降水の 

最大は500～800mm 

坪木ら(2009) 

スーパー台風 



「最大クラスシナリオ」の設計と評価 

台風の渦を保存させて中心位置を
移動させる。 

（台風のスタートを移動させる） 

領域気象モデルで移動後の数値シ
ミュレーションを実施。 

（任意の位置から台風を走らせる） 

影響評価 

• 陸： 強風・河川流量・浸水 

• 海： 波浪・高潮 

RCM-5km 

GCM20 

領域気候モデルによって 

同一台風の異なる経路の計算 

石川ら (2009) 



将来気候の極端台風を進路変更させたときの 

最大クラスの河川流量の変化 

GCMで算定された将来気
候の極端台風の進路 

最悪の河川流量をもたら
す台風経路 

現在気候下の 
デザイン流量 

現在気候のデザイン流量
の２倍の流量の可能性 

日時 

河
川
流
量
（
to

n
/s

e
c
) 

奥ら (2009) 



最大クラス複合災害の影響評価 

A
n

n
u

a
l 
E

x
ce

ed
a

n
ce

 P
ro

b
a

b
il

it
y
 

Estimated Loss 

最悪シナリオ 

Risk Curve 

擬似温暖化実験 

経路アンサンブル 

極端台風の再現 

降雨・河川氾濫 

高潮氾濫 

リスク評価 

経済影響 

伊勢湾台風の例 

複合氾濫 

建物被害額 

最大水位 



D-i-c 
沿岸災害 

最大クラス高潮と氾濫範囲 
伊勢湾台風再現 伊勢湾台風を疑似温暖化させた場合 疑似温暖化+最悪経路を辿った場合 

浸水面積 名古屋港における潮位偏差の時系列 

澁谷・金（２０１５） 

伊勢湾台風再現 疑似温暖化 疑似温暖化 

+最悪経路 

氾
濫
面
積

 

15 hPa↑ 約1m ↑ 

15 hPa+最悪経路↑ 約2m ↑ 

高
潮
偏
差

 [
m

] 



●地下鉄を有する名古屋市の洪水氾濫と高潮氾濫による浸水
を解析し、外力の違いによる地上と地下空間（地下街・地下鉄
駅と地下鉄線路）の浸水の様子を示した。 

●今後の課題 
⇒地下街・地下鉄駅の水理現象の精緻化 
⇒解析モデルの東京地域への適用（準備中） 
⇒将来予測を考慮した「洪水解析」、「高潮解析」との連携 

武田・川池（２０１６） 

解析モデルの大阪地域へ
の適用（洪水破堤の場合） 

 地下鉄有り 

分かりやすさのため、
地下鉄は実際よりも
大きく表現している。 桜通線 

名城線 

高潮氾濫（堤防無しの場合） 

洪水氾濫 

条件：平成23年台風15号による洪水、河口から
19km左岸地点がピーク時に100mの幅で破堤。 条件：伊勢湾台風の再現計算 

●解析モデルを大阪地域へ適用し、洪水破堤を想定した氾濫
解析を行った。現在、解析結果の妥当性について検証中。 

破堤箇所 

破堤箇所 

破堤から17時間後 高潮ピークから17時間後 



ハザード情報からリスク情報へ 

• 伊勢湾台風クラス（最悪シナリオ） 

• 高潮災害による浸水深 

• 浸水深別被害率 
   治水経済調査マニュアル 
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Estimated Loss 

最悪のシナリオ 

Risk Curve 

＋資産分布 

被害分布 

＋４つの 

  シナリオ 
名古屋湾への進入角を 

±15°，±30°変化 

多々納ら（２０１２） 



伊勢湾沿岸の高潮被害分布 

シミュレーション領域 

家屋被害 

家庭用品被害 

事業所償却資産被害 

農家在庫資産被害 

事業所在庫資産被害 

農家償却資産被害 

多々納ら（２０１５） 



科学的不確実性 

• 災害リスクには科学的不確実性がある 
• データが存在しない，または非常に限られている 

• メカニズムがよくわからない 

 

– 特に曖昧性（ambiguity）に着目 
• 評価対象のリスクカーブが複数存在する状況 

• 2次確率分布を想定 

  ＝＞ウェブ調査で確率の確率分布を想定する 

Paté-Cornell, E.: Risk and uncertainty analysis in government safety decisions, Risk Analysis, 

Vol.22, pp.633-646, 2002. 
藤見ら（２０１４） 



DPRI Kyoto University 

高潮の評価状況のまとめ 
○終わり，△実施中，×未着手 

評価終了・評価中 / ☆高潮力学モデル使用 

場所 最大クラス 
一部複合氾濫Gへ 

確率情報 
一部多々納Gへ 

東京湾 1.8 m～ 3.0m 
×擬似温暖化RCM☆ 
○GCM/RCMシナリオ☆ 
○d4PDF 

1.4m(100年最大), ?年(最大クラス) 
○GCM/RCMシナリオ☆ 
△確率台風 
○d4PDF 

大阪湾 ?m～ ?m 
×擬似温暖化RCM☆ 
○GCM/RCMシナリオ☆ 
○d4PDF 

1.3m(100年最大), ?年(最大クラス) 
○GCM/RCMシナリオ☆ 
○確率台風 
○d4PDF 

伊勢湾 4.5～5.0m (過去最大3.4m) 
△擬似温暖化RCM☆ 
○GCM/RCMシナリオ☆ 
×d4PDF 

?m(100年最大), 430年(最大クラス) 
○GCM/RCMシナリオ☆ 
○確率台風 
×d4PDF 



複合災害の整理 



内 容 

1. 温暖化で危惧される自然災害 

2. 気候変動影響や適応に関する研究内容 
① 文部科学省 革新プログラム、創生プログラム 

② 通常の極端現象への影響評価 

③ 最大クラス台風による影響評価 

④ 適応に向けた研究や省庁との連携の拡大・深化 

3. 今後の重要事項 
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第22回土木学会地球環境シンポジウム 
 

土木分野における適応に向けた気候変動研究の将来展望 
 

13 

2014年9月4日 
 中央大学駿河台記念館 

文部科学省関係 
 創生・RECCA・ 
  DIAS 
環境省関係 
 S-8 



第59回土木学会水工学講演会アゲールシンポ 
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水工学における気候変動影響評価の礎（４） 
 ～いよいよ適応に向けて～ 

第59回水工学講演会 
第27回アゲールシンポジウム 

於：早稲田大学 西早稲田キャンパス、2015年3月10日 



水災害分野における気候変動による 
影響と適応に関するシンポジウム 

2015年5月29日  国立オリンピック記念青少年総合センター 
主催 文部科学省 気候変動リスク情報創生プログラム/国土交通省 水管理国土保全局 
後援 土木学会 水工学委員会/地球環境委員会 



創生での成果（見込みも含む） 

• 設計外力将来変化の、より精度の高い確率分布推定 
– 環境省や特別推進費によるアンサンブル数の飛躍的な増大。創生
の範疇としては望外のよろこび！ 

• 将来の最大クラスハザードの推定手法の創出 
– 疑似温暖化＋コースの仮想シフト 
– 複合災害の評価 
– 経済評価への道 

• より、適応策に向けた取り組み 
– 不確実性の高い中での意志決定手法の創出 
– 国交省など実務省庁等との深い議論、施策へのコミット 
– 国交省答申で最大クラスが組み込まれ、推定する手引きで「利用可
能な地域では最新の研究成果を用いて良い」と盛り込まれた。 

– 紀南河川国道事務所では、疑似温暖化伊勢湾台風を、タイムライ
ンをこれから構築するための重要な情報として利用開始。 

 



土木学会水工学委員会 
気候変動による影響への適応研究 
に向けたワーキングの立ち上げ 

 • タイトル：「気候変動による影響への適応に向けた研究・活動の推
進 」 

• 目的：これまで評価項目とされていなかった指標の発掘，これから
の温暖化研究で意識すべきものの発見のため，水工学全体で気
候変動研究に取り組む ． 

• 参加者：水文部会（1名），環境水理部会（4名），河川部会（4名），
その他関係者（数名） 

• 日時：平成27年12月2日午後5時30分から 

• 場所：防災研究所 5階のセミナー室 E-517号室  

そして、 

グローカル気候変動適応研究推進小委員会 
の成立 



土木学会 年次講演会 共通セッション 

• 共通セッション：「気候変動による影響への適応 」 

• 目的：気候変動の影響は近年の豪雨災害の増加により顕
著化しており防災対策の必要性は疑う余地がないばかり
でなく，利水や環境といった側面でも気候変動への適応が
急務となっている．本セッションは，気候変動や地球規模で
の環境変動をキーワードに，水圏における治水，利水，環
境といった様々な視点から取り組む影響評価や適応研究
について幅広く議論し，より横断的な研究の推進，連携の
活性化，新たなテーマの発掘を目指す．  

• 予想される応募部門：第2部門，第4部門，第7部門 

                (水系)  (土系)   (計画系) 



適応に向けての大切なこと 

1. 対象とする河川流量などの設計値を見直す 

2. 気候変動下での最悪ケース群を想定する 

3. 高い不確実性の中で後悔しない意志決定 

4. 普段の「しんどい管理」の「じわじわ」とした高頻
度化、これが今後、現場のしんどさ・疲労増大に
結びついてリアルタイム防御システムの安全度
を低下させる、そのようなことがないように対応
して行く 

5. 普段の場の変化への適応 

 



内 容 

1. 温暖化で危惧される自然災害 

2. 気候変動影響や適応に関する研究内容 
① 文部科学省 革新プログラム、創生プログラム 

② 通常の極端現象への影響評価 

③ 最大クラス台風による影響評価 

④ 適応に向けた研究や省庁との連携の拡大・深化 

3. 今後の重要事項 
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今後の重要事項 
• 引き続き、「トップダウン型」と「ボトムアップ型」の両軸をベース
とした適応策のアプローチと科学的支援 

• 「適応策の評価」と「後悔しない適応」に向かう 
– 「具体的な実行があってぎりぎり助かった」を蓄積してゆく。 
– 温暖化を意識する以前からの取り組みも、温暖化適応に無駄なく組み込む 
– 時間継続的な影響評価、過去推測の検証 
– 21世紀を超えた粗い影響評価 

• 緩和効果と適応効果の時間ずれの考慮 
• アジア・太平洋諸国との連携研究による持続可能な開発目標
への貢献 

• 実時間での温暖化の影響発信 
• 関係実務省庁との引き続いての深い連携 
• より広い学問分野に適応研究を誘導する 
• 社会シナリオと関連させて、適応に関する経済学の構築 
• リアルタイム予測能力の向上、そのための観測技術の向上 
 

 



気候変動適応研究推進プログラム 
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影響の現れ 
影響把握 

既存の政策の 
検証 

住民の理解 

適応計画 
立案 

世界 
気候予測 

予測のダウン 
スケール 

影響予測 

適応政策 
立案 

適応策のアプローチと科学的支援 

地域・企業の取り組み 
防災・農業・水・健康 

地域計画 

研究コミュニティの 
役割 

＜科学アプローチ＞ 

＜地域アプローチ＞ 

By 茨城大学 三村先生 



適応から見たトップダウンとボトムアップ 

•トップダウン 

–国や県の治水計画、環境計画、適応計画などの基本計
画（マスタープランへ）の変更・策定に資する情報や考え
方の提供 

–全国どこでも影響評価や適応策評価ができる手法の開発 

•ボトムアップ 

–市・町・村がそれぞれの特徴に合せて、基本計画の具体
実現方策を構築する。独自の方策もあり。 

•注意点 

–高時空間分解の影響評価を必要とするのはボトムアップ
だけではない。 



気候変動適応研究推進プログラム 

地球観測 
GEOSS 

データ統融合 
DIAS 戦略推進費 

社会システム 
改革 

JST低炭素社会 
戦略センター 

環境推進費S-10  
リスク管理戦略 

気候変動 
リスク情報 

創生プログラム 

環境推進費S-8 
影響・適応策 

環境推進費S-6 
低炭素アジア 

農林水産分野 
緩和・適応技術 

RITE 
ALPS世界経済 

気候変動に関する研究プロジェクト 
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低炭素社会 
GHG濃度安

定化 

1.社会経済活
動・GHG排出 

2. 炭素循環大
気中濃度 

3. 温暖化 
気候変動 

4. 社会・ 
環境影響 

5. 適応策 

6. 緩和策 

7. 社会システ
ム 

RECCA=>Si-CAT 
適応研究推進 

三村先生（茨城大）を 

ベースに追加 

環境推進費S-14 
影響・適応策 



適応能力 
影響 
リスク 

適応策の役割 

過去 現在 将来 

災害外力 

適応策 

緩和策 

三村（茨城大）、2104 



温暖化に対する順応的適応策の考え方 

許容範囲 

適応策 
完了 

温暖化トレンド 

ハザード強度 

自然変動 

適応策の時間スケール 

適応策 
開始 災害 

災害 

災害 

温暖化によるハザード強度の変化に加えて， 
・自然変動の幅 
・温暖化影響の時間スケール 
・適応策の時間スケール 
・費用対効果 
を知ることが重要 

作図：森信人(2015) 



気候研究コミュニティ,防災減災研究コミュニティ,実務機関 

実務機関 
・将来影響評価 
・計画論の見直し 
・適応策の構築・評価・実施 

気候研究コミュニティ 
・気象・気候の将来変化の気
候学的科学根拠 

防災・減災研究コミュニティ 
・ハザードの将来変化や社会影響の科学的根拠 
・計画論も含めた適応策の基本的考え方の創出 
・適応策の評価手法の構築（後悔しない適応も） 
・新たな設計外力に対応した耐力の科学的根拠 
・温暖化を考慮した防災経済学 

影響評価 適応策 

中北  (2015) 
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気候変動リスクに関連する要因 

（IPCC WGII SPM，2014） 

リスク 

暴露 

脆弱性 

ハザード 

気候 

社会・経済 

インパクト 

温暖化ガス放出と 
土地利用変化 

自然変動 

人為的気候変化 

将来の社会・経済シナリオ 

適応と緩和 

ガバナンス 



その他いくつかの提言 

•治水などの国のマスタープランの考え方の大幅な見直し 

•将来推測値が不確定な設計外力の扱い方のあらたな創出 

•全国一律に気候変動影響の最大クラス推定をしておく必要がある 

•その中では、科学的不確実性の中、どのように適応方針を意志決
定するかの考え方、手法の構築 

•緩和と適応を考える場合、その効果の出る時間差を明確にし、そ
れをベースにした計画 

•だから、２１世紀以降のハザードとしての見込みも必要 

•国民が適応の必要性を実感するための取り組みの促進。「今回のハ
ザードは７割くらいが温暖化のせいである」など。 

•国力と適応 

•適応しないという選択をとるべきものの整理（あきらめではない） 

63 



ご静聴ありがとうございました 

写真：宇治川、塔の島 

影響評価・
適応策創出
の仲間です。 


